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地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（ 基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を

踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施

国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

Ⅰ-１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

Ⅰ-２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業

Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業

Ⅲ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業

Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業

94 地域医療介護総合確保基金 URL https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000060713.html

事業実施主体
（対象者） 支援対象・内容 補助率等 公募時期 事業要望調査時期 R7年度当初予算 問合せ先

都道府県
市町村

事業者等
ハード・ソフト

国→都道府県：国
2/3．10/10．県1/3
都道府県→事業者：

都道府県が決定

国→都道府県：
前年度３月末

都道府県→事業者：
都道府県が決定

96,243

厚生労働省 医政局地域医療計画課
医師確保等地域医療対策室
老健局高齢者支援課認知症施策・
地域介護推進課
03-5253-1111（代）

５．生活サービスに関する施策（医療・介護）

（百万円）

-106-

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000060713.html
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